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制度として開放制を採用していることも共通してい
る。
　ついで ⑶ 内容・カリキュラムについてである。
これは⑵と大きく関わっている。例えば，この内容・
カリキュラムを誰が定めるのかという点について
は，日本を含め３つの国が国によって定める一方で，
アメリカは各州に教育の権限が付与されているため
州ごとに格差があり，それを是正する第三者機関で
ある資格認定機関が定めた内容を採用している州が
増えている。また，フランスにおいては，学士課程
（３年間）での教員養成は行われていない，すなわち，
日本の教育学部にあたるものが存在しないため，各
学部で専門性を高めた後，大学院段階で教員養成を
行うことになっている。
　最後に ⑷ 特色・意義についてである。全ての国
で共通したのは，開放制である。さまざまな経験や
知識をもつ人が教員になれるようにすることで，教
員の多様さを生み出そうとしている。また，教員養
成の高度化も共通してみられた。さらに，アメリカ
と日本では現職教育に力を入れている点で共通して
いたが，それが給与体系や職位と連動するかどうか
という点で違いがみられた。
　そのほか，それぞれの国ごとに注目すると，フラ
ンスでは教員を含む教育職全体（例えば，教育関係
職員や技術職）を養成することが挙げられる。アメ
リカでは，資格認定機関や教員主体の組織など民間
の団体が積極的に活動することで，教育界全体の質
的向上につながっていることが挙げられる。日本で
は，現職教育として自主的な研修文化が特色として
挙げられるが，近年多忙化によってその機会や時間
が減少している。最後に中国では，奨学金や授業料
免除などの優遇措置を通して，教員の社会的地位を
向上させ，質を高めようとしていることが挙げられ
る。
２．提案
　以上のことを踏まえて，以下の二点を提言したい。
　第一は，教員養成段階の教育についてである。
「Ⅲ .各国の教員養成制度」の比較から，アメリカ，
フランス，中国ともに教員養成段階の実習期間は日
本より長く，理論と実践を十分に結び付けているこ
とがわかった。特に，フランスの修士課程の教員養
成は，現在の日本における開放制での教員養成と類
似していながら，実習期間が大変長く設定されてい
る。このことから，今までの開放制の原則を変えず
に教育実習期間を増やすことで，新任教員の養成に
おいて専門性を高めることができると考えられる。
また，長期間の実習を経験することは，新任教員が
教職イメージを覆される「リアリティ・ショック」64）
を防ぎ，新任教員の働きやすさにつながると考えら
れる。
　また，日本の教員養成を修士レベルに引き上げ，
フランスのように分業体制を設けて「生徒指導・進
路指導専門員」及び「学校心理士」などの専門職を
細分化することは，教育現場で多忙化の減少と同時
に，新任教員の質を高めることにもつながるのでは
ないだろうか。確かに，現在日本では，スクールソー
シャルワーカーやスクールカウンセラーといった専
門家も存在している。しかし，これらの専門家も「教
員養成」の一環として養成していくことで，教育に
も精通する専門家として現場における教師との連携
をより高めることができると考えられる。
　一方，新任教員の推奨処置に関しては，国情の異
なる日本には直接適用することが難しいかもしれな
い。しかし，アメリカでの免状資格と学歴，給与，
職位が連動している上進制，フランスでの教員採用
試験合格後の修士課程２年目での給与支給制度，及
び中国での修士課程レベルの学生に行っている奨学
金や授業料免除などの優遇措置を通して新任教員の
待遇を改善させ，教員全体の経済的・社会的地位を
向上させることを目指すといった方針は，日本にお
いても有用であると考えられる。具体的に言うと，
日本の教員養成において，教育実習を行う時に修士
課程レベルの学生には適当な給料を与えること，あ
るいは，修士課程の学生は一定の期間で教員とする
こと，奨学金または授業料免除（などの優遇）を優
先的に与えることなどである。これにより学生たち
の学習意欲を高め，教員養成を修士レベルに実質的
に高度化していくことができるのではないだろう
か。
　第二は，教員への現職教育についてである。アメ
リカの研修休職制度は教育現場での現職教員に自主
研修権を与え，大学院に進学することで教員として
の質的向上だけでなく，待遇面においても優遇され
るものである。また，この制度は免許の上進制とも
連動しており，業務実施における効率化の一助と
なっている。この点から，今後，現職教員の研修権
利や研修自由の確保など，深く検討する必要がある
と考える。なぜなら，これまで日本の教員の質を支
えてきた自主的な研修文化は近年崩壊しつつあるか
らである。その要因が教員の多忙化にあることから，
研修休職制度を整備し，教育現場の変化に対応でき
る質の高い教員を育てるとともに，それを校務分掌
に連動させることは，教育現場の問題を解決するの
に大きな役割を果たすと考えられる。
　今回の研究を通して，これからの日本の教員養成
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